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報告事項
１．前々回と前回協議会の振り返り

（１）前々回

○前々回の第54回協議会は、令和7年３月24日（月）午後2時に開催されました。

第５４回青梅市公共交通協議会資料の主な項目と協議概要など

（２）前回

○前回の第５５回協議会は、令和７年5月２２日（木）に書面にて開催され、以下の事項につ

いて協議のうえ、承認されました。

▶報告事項１：マイナンバーカードを活用したタクシー運賃助成事業の試行結果

▶協議事項１：令和６年度青梅市公共交通協議会決算および事業報告

▶協議事項２：河辺町地区における新たな公共交通の本運行に向けた基本方針につい

て

○ただし報告事項１と協議事項２については、意見が添えられていましたので、その意見と回

答を3・4ページの表に示します。

主な項目 協議概要など

河辺町グリーンスローモビ

リティアンケート結果報告

および本運行に向けた基本

方針

・実証運行の結果、アンケート調査結果、収支予測など

・本運行に向けた基本方針、今後の予定

○主な意見は以下のとおりです。

・今回の運行は歩行者の急坂サポートから始まっている。本来

の目的が達成できていないルートであるならば、見直すべき。

・車両について、年間運用とすると天候的な要素は大きくなる

と思われる。十分な検討をお願いしたい。

新たな公共交通の導入に向

けた次年度の取り組みにつ

いて

・中間報告

・今後の予定

○主な意見は以下のとおりです。

・ライドシェアについて、タクシー事業者が実施する場合、人数

の割合とかとりまとめを誰が担うのかが課題。そのあたりは

交通事業者とよく相談されたい。

・デマンド型交通について、順次拡大しているあきる野市の例

も参考にされたい。
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報告事項１に関する意見と回答

委員の意⾒ 回答
1 ・マイナンバーカードを活用したタクシ

ー運賃助成事業は報告書のまとめに記
載されている様々な課題、工夫がある
が、７月予定の第 56回公共交通協議
会での本格実施に向けた協議で、その
クリアについて議論し、結論を得て
10月から本格実施で時間的に間に合
うのか

▶10月からの本格実施に向けて準備を進めて
おりますが、調整に時間を要する事項が生
じた場合、開始時期を遅らせることがあり
ます

2 ・マイナンバーカードを活用したタクシ
ー運賃助成事業については、本運⾏が
決定された場合には、免許返納者や多
くの利用者が利用するように、PR活
動（広報活動）が必要。また、近隣の
⾃治体も同じ制度を導⼊することがで
きたら、利便性も向上するのではない
かと考える

▶今回の試⾏の結果を踏まえ、より効果的な
場所でのチラシの配布、ホームページや
SNSの発信強化など広く周知してまいりま
す。

▶また、今後、近隣⾃治体や事業者にも周知
し、広域連携の実現に向けて取り組んでま
いります
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協議事項２に関する意見と回答

委員の意⾒ 回答
1 ・本運⾏後の検証において、乗客数、経

路、収⽀等はどのように⾏っていくの
か

▶運⾏事業者からの乗客数や収⽀などの報告
をもとに、本協議会において検証すること
とします

▶また、東京運輸⽀局に申請を⾏うような事
項は、必要に応じて協議会や分科会にて協
議を調えることとなります

2 ・新たな公共交通について、直接の競合
はないのでしょうが、運賃その他を含
めて既存事業者ともよく調整を⾏って
いただきたい

▶予定しているルートでは、市⽴総合医療セ
ンターと河辺駅南⼝との間で路線バスとの
重複があります。実証運⾏同様、公共交通
事業者と運賃やダイヤについて調整してま
いります

3 ・コミュニティーバスの運営では、他の
各⾃治体も赤字に対して苦労されてい
るようですが、基本方針の⑦に記載の
とおり、収⽀を含め常に事業を管理
し、公表して⾏くことが重要だ

▶いただいたご意⾒のとおり、評価指標など
の基準にもとづき事業を評価したうえで、
本協議会に報告してまいります

4 ・本運⾏は、乗客の安全・安⼼を第⼀
に、乗務員の負担を軽減するために
も、年間を通して運⾏可能なドア付⾞
両が他市での実績からも良いのではな
いか

▶⾞両は、協議会や地域住⺠からいただいた
ご意⾒を踏まえ、運⾏事業者と選定に向け
て協議してまいります

5 ・運賃は、100円〜300円の範囲で検
討しているようだが、有識者などの意
⾒も踏まえ、対応されたい。また、協
議会では運賃の協議はできないが、決
定した運賃については各委員に報告願
いたい

▶運賃設定にあたり、学識経験者など有識者
からもご意⾒を伺いたいと考えております

▶運賃協議は非公開の分科会にて協議する予
定であり、決定した協議運賃は分科会の次
の協議会にて報告いたします

6 ・寒さ対策が必要と、実証実験の結果に
あったと思うが、12月の運⾏開始で
そのあたりの対策はどうするのか

▶寒さ、暑さ対策は、他の⾃治体での運⾏事
例を参考にしながら、メーカーや運⾏事業
者と協議し、対策を検討してまいります。
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協議事項
１．河辺町１～３丁目地区における新たな公共交通の本運行に向けた

基本方針の変更

（１）変更の目的

○前回の第５５回協議会において、河辺町１～３丁目地区における新たな公共交通の本運行

に向けた基本方針について、以下のとおり承認されました。

本運行に向けた基本方針（第５５回公共交通協議会 資料３より）

❶主な目的

・河辺町１～３丁目地区を含む、坂道を介した買い物や通院などの移動支援

❷採用する運営方式

・計画策定は行政側で行い、運営は民間事業者が担い、その運行経費の一部を行政が負担

する【行政支援方式（民間事業者への支援型）】とします。

❸運行事業者の選定方法

・運行経費の多寡のみを基準とすることなく、収益拡大策、利用者の利便性及び緊急時の対

応などの観点から、総合的に評価される【公募型プロポーザル】とします。

❹運行システム

使用車両：グリーンスローモビリティ

・河辺町１～３丁目を含む地域では、道路幅員が狭く、かつ交通量が多いルートを円滑に運

行できる車両が求められます。市と公共交通協議会では、令和元年１１月２７日に開催した

「河辺下地区の交通を考えるワークショップ」を契機にグリーンスローモビリティの導入を検

討し、２回の実証運行を通じて、需要と課題を把握しました。これを踏まえたワークショップ

の結果、本運行の早期実現を望む地域住民の声に対する適切な車両として、「グリーンス

ローモビリティ」を選択することとします。

運 賃：片道１００円から３００円の範囲の均一運賃で検討

・過去の実証運行の実績にもとづく収支予測のシミュレーションにおいて、片道運賃を３００円と

設定した場合、１００円および２００円の場合と比べて、収支率が著しく低下することから、実現

可能な運賃の目安として、片道１００円から３００円の範囲の均一運賃で、検討を進めます。

・検討の結果を、公共交通協議会協議運賃分科会で協議し、承認いただいた金額で国土交

通省に申請し、認可を受けた運賃とします。

運行形態：定時定路線

・路線や停留所は、令和６年度実証運行時の「東ルート」「西ルート」をベースに準備を進めます。

車両台数：１両

運行曜日：未定

運行時間：午前１０時～正午を含む、１日あたり３～５時間

（運行頻度も含め、引き続き協議を進めます）

車 庫：未定（協議中）
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○基本方針をベースに準備を進める中で、持続可能な移動手段にするために、以下の

課題を解決する必要が生じました。

○これらの課題解決に向けて、道路運送法第２１条だけでなく、第７８条（交通空白

地輸送）の登録を見据えた動きも進められるよう、本運行に向けた基本方針の変更

を提案するものです。

（参考）道路運送法第２１条、第７８条（交通空白地輸送）

⑴ 昨今の乗務員不足

運行を担う交通事業者の乗務員の担い手不足が全国規模で問題になっている。現在乗務を

担っている方の年齢層などを考慮すると、大きな改善が見込まれない。

⑵ 道路運送法第４条への対応

道路運送法第２１条（実証実験）で、乗車定員１１人未満の場合は、一般乗用旅客自動車運送事

業として許可を得て実施することができる。一方、同法第２１条から第４条に移行する場合、一般

乗合旅客自動車運送事業の許可を得て実施することになる。事業者が同事業の許可申請をする

にあたり、収支を含めた適切な事業計画や管理運営体制を立てる必要があり、運行の継続が問

われる可能性がある。

⑶ 収支の見直し

令和６年度実証運行における１日あたりの収入が３，２００円だったのに対し、支出は９９，０００

円であり、収支率は３．２％であった。持続可能な運行形態を考えるうえで、抜本的な収支の見

直しが必要である。

法２１条 法７８条２号
（交通空白地有償運送）

目的 ⼀時的・実証的な地域交通の補完や災
害時の輸送確保

交通空白地等における移動手段の確
保

要件 ⼀般乗合旅客⾃動⾞運送事業者によ
ることが困難な場合／短期間限定／
⾃治体等からの要請に基づく

当該地域が「交通空白地」であること
について地域公共交通会議等におい
て協議が調うこと

実施主体 ⼀般貸切旅客⾃動⾞運送事業者、
⼀般乗用旅客⾃動⾞運送事業者

市町村、NPO法人、⾃治会など
（運⾏管理・⾞両整備管理等をタクシ
ー事業者へ委託可能）

⾞両 事業用（緑ナンバー） ⾃家用（白ナンバー）
乗⾞定員は原則 10人以下

ドライバ― 第２種運転免許の保有 第２種運転免許の保有
または第１種運転免許の保有
（所定の研修を受講）

許可・登録 許可 登録
有効期間 原則１年以内（更新可）

実証実験の場合は⾃治体からの要請
で３年程度の期間を認める

２年ごとに更新
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（２）変更案

本運行に向けた基本方針の変更案

変更（案） 現⾏

❷採用する運営方式

・計画策定は行政側で行い、運営は民間事業

者が担い、その運行経費の一部を行政が負

担する【行政支援方式（民間事業者への支

援型）】、または、計画策定や運営は行政で

行い、運行管理を交通事業者が担い、運行

を地域が担う【事業協力型】とします。

❷採用する運営方式

・計画策定は行政側で行い、運営は民間事

業者が担い、その運行経費の一部を行政

が負担する【行政支援方式（民間事業者へ

の支援型）】とします。

❸運行事業者の選定方法

・計画策定を行う行政が、適宜プロポーザル

や競争入札など、最適な方法を採用するこ

ととします。

❸運行事業者の選定方法

・運行経費の多寡のみを基準とすることな

く、収益拡大策、利用者の利便性及び緊急

時の対応などの観点から、総合的に評価さ

れる【公募型プロポーザル】とします。

❹運行システム

運賃または旅客から収受する対価：片道１

００円から３００円の範囲の均一運賃で検

討

・過去の実証運行の実績にもとづく収支予

測のシミュレーションにおいて、片道運賃を

３００円と設定した場合、１００円および２００

円の場合と比べて、収支率が著しく低下す

ることから、実現可能な運賃の目安として、

片道１００円から３００円の範囲の均一運賃

で、検討を進めます。

・検討の結果を道路運送法の許可、登録の

流れに従い、国土交通省に申請し、認可ま

たは登録を受けたものとします。

❹運行システム

運賃：片道１００円から３００円の範囲の

均一運賃で検討

・過去の実証運行の実績にもとづく収支予

測のシミュレーションにおいて、片道運賃を

３００円と設定した場合、１００円および２００

円の場合と比べて、収支率が著しく低下す

ることから、実現可能な運賃の目安として、

片道１００円から３００円の範囲の均一運賃

で、検討を進めます。

・検討の結果を、公共交通協議会協議運賃

分科会で協議し、承認いただいた金額で国

土交通省に申請し、認可を受けた運賃とし

ます。
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２．河辺町１～３丁目地区における新たな公共交通の本運行（案）

（１）これまでの経緯

（２）本運行（案）

○別紙を参照

年度 月⽇ 取組概要

令和４年度
１月２９・３０日 ・試乗イベント

１月３１日 ・地元向け試乗会

令和５年度 １０月２日

～１１月３０日
・実証運行（無料）

令和６年度 １０月１日

～１１月３０日
・実証運行（有償）

令和７年度
４月３０日

・河辺南公共交通推進委員会（地域住民組織）と

協議

８月４日 ・国土交通省関東運輸局東京運輸支局と協議

８月４～６，１３日 ・バス・タクシー交通事業者と協議

８月７日 ・交通管理者（青梅警察署）と協議
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（３）各団体との協議状況について

○国土交通省関東運輸局東京運輸支局との協議では、主に下記のご意見をいただきま

した。

・78条登録の場合、交通事業者は運行管理だけでなく運転も協力することは可能であ

る。

・21条申請で検討を進め、交通事業者の参加表明が無かった場合に、78条登録での手

続きに切り替えることも考えられる。

○交通管理者との協議では、主に下記のご意見をいただきました。

・インバウンド対策について、どのように考えているか。

・シルバー人材センター停留所について、施設休業日（毎週土曜日）の影響はあるか。

月⽇ 協議団体名 協議概要

４月３０日 河辺南公共交通推進委員会

本運行（案）（別紙）に係る協議を中心に、協

議日時点の内容をもとに協議
８月４日

国土交通省関東運輸局東京

運輸支局

８月７日 交通管理者（青梅警察署）



－10－

（４）本運行後の調査、分析について

○本運行開始後、以下の内容を調査、分析し、協議会にて報告します。

❶運行状況調査（全数）

▶以下の項目について、乗務員が対応します。

・日別天気、気温の記録

・便別停留所別の乗車数、降車数の記録

・満席情報の発信および記録

・エンクロージャー（側面を囲うビニール製のカバー）の使用の判断および記録

❷利用者アンケート調査（協力者のみ）

▶利用者を対象に、インターネットで回答できるよう二次元コードを車内に掲示しま

す。

▶また、調査票および返信用封筒を車内に設置し、下車後でも回答できるようにしま

す（降車時など安全面を考慮したタイミングで、乗務員からアンケート協力を呼びか

けます）。

▶内容は以下のものを基本とします。

・あなたご自身（性別、住所（町丁目まで）、年齢、世帯構成、職業、自動車運転免許の

所持、普段自由に利用できる乗り物）

・今回の利用状況（乗車停留所、降車停留所、当日の利用頻度（片道または往復））

・今回の利用目的（通勤、通院、買物など）

・今回の利用に合わせた既存の公共交通の利用

・今回の鉄道や路線バスとの乗り継ぎ時間

・一週間あたりの利用頻度

・外出頻度の変化

・より多くの人に利用してもらうための工夫

・持続可能な運行のため地域が主体となって取り組むこと

❸乗務員アンケート調査

▶運行事業者などに依頼します。

❹収支および利用状況の報告

▶毎年度、収支および利用状況を集計、評価指標などの基準に照らし、評価します。

❺各調査結果の分析

▶適宜、公共交通協議会や河辺南公共交通推進委員会にて報告します。
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３．協議会規約の一部改正

（１）一部改正の要旨

○本市では平成２３年から、地域公共交通の活性化及び再生に関する法律（平成１９

年法律第５９号）第６条第１項の規程にもとづき、地域公共交通計画の作成および

実施に関し必要な協議を行うことを目的とする法定協議会として、「青梅市公共交

通協議会」を設置しています。

○今後、「青梅市地域公共交通計画」にもとづく施策を進めるにあたり、道路運送法

第７８条にて規定された「自家用有償旅客運送」にかかる協議に対応できるよう、

整備するものです。

（２）新旧対照表

青梅市公共交通協議会規約（改正案）

改正後 現⾏

第７条 協議会の委員は、次に掲げる者とする。

(1)～(11) 略

(12) 自家用有償旅客運送を行っている特定

非営利活動法人などの団体に所属する者のう

ち、その代表者が指名する者

第７条 協議会の委員は、次に掲げる者とする。

(1)～(11) 略

第９条 協議会の会議（以下「会議」という。）

は、会長が招集し、座長が議長となる。

２ 略

３ ２の定めに関わらず、「地域公共交通会議及

び運営協議会に関する国土交通省としての考

え方について」（国自旅第１６１号平成１８年９月１

５日）に定める「地域公共交通会議の設置並び

に運営に関するガイドライン」５．（３）地域公共交

通会議における検討プロセスに基づく協議結果

または当該検討プロセスに基づき協議が調った

ものとみなされた事項については、地域公共交

通会議の議決があったものとする。

第９条 協議会の会議（以下「会議」という。）

は、会長が招集し、座長が議長となる。

２ 略

４ 会議は原則として公開とする。ただし、公開

することにより公正かつ円滑な議事運営に支障

が生ずると認められる協議については、非公開

とする。

３ 会議は原則として公開とする。ただし、公開

することにより公正かつ円滑な議事運営に支障

が生ずると認められる協議については、非公開

とする。
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改正後 現⾏

５ 協議会は、必要があると認めるときは、委員

以外の者に対して、資料を提出させ、または会

議への出席を依頼し、助言等を求めることがで

きる。

４ 協議会は、必要があると認めるときは、委員

以外の者に対して、資料を提出させ、または会

議への出席を依頼し、助言等を求めることがで

きる。

６ 協議会において協議が調った、自家用有償

旅客運送にかかる事項について、次に掲げる軽

微な変更等は、協議会での協議を省略すること

ができるものとする。

(1) 停留所の名称の変更

(2) ルートの変更を伴わない停留所の新設、

廃止、位置変更等

(3) 停留所の新設、廃止を伴わないルートの

変更

(4) 第２号又は第３号の変更等に伴う部分的

な運行時刻の修正

７ 前項の規定により軽微な変更等を行ったと

きは、次の会議においてこれを報告するものと

する。

８ 前各項に定めるもののほか、会議の運営に

関し必要な事項は、協議会が別に定める。

５ 前各項に定めるもののほか、会議の運営に

関し必要な事項は、協議会が別に定める。

付 則

この規約の一部改正は、令和７年８月１８日から

施行する。

（国土交通省関東運輸局「道路運送法の基礎知識」より抜粋）
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４．マイナンバーカードを活用したタクシー運賃助成事業の本格実施（案）

１ 本格実施（案）

（１）概要

❶目的

マイナンバーカードの利活用および高齢者等交通弱者の支援策として、利用登録者の

タクシー利用にかかる運賃の一部を助成することにより、負担額の軽減を図り、外出促進

と移動円滑化に資すること

❷役割

【市】システム設計、要綱等の整備、対象事業者との協定締結、負担金支出等

【公共交通協議会】制度設計、事業者間の調整、周知等

（２）実施案

❶試行と本格実施の違い

令和７年度
（本格実施）

令和６年度
（試⾏）

登録
対象地区 ・市内全域 ・市内の⼀部地域
登録
対象者 右記項目に、

・障がい者
を追加

・75 歳以上
・65歳以上で運転免許証をお持ち
でない方

・運転経歴証明書をお持ちの方
・妊産婦

受付場所 右記項目に
・各出張所
（梅郷、沢井、小曾木、成木）
を追加

・市役所５階交通政策課窓⼝

助成方法
助成回数 ・制限なし ・１⽇２回、合計 10 回まで
助成額
（1人）

・年間 36,000 円（月 3,000 円×
12 ヶ月）を付与し、1回の乗⾞
につき１人当たり運賃の２分の
１の額を上限に助成

（令和７年 10 月に登録した場合、
月 3,000 円×6 ヶ月
＝18,000 円を登録時に付与）

・運賃の２分の１の額を助成
（上限︓１回 1,000 円）

助成額
（複数人） ・１人当たり 500 円を上限に助成

その他
助成対象
時間 ・終⽇ ・午前７時〜午後７時

協⼒事業者 ・京王⾃動⾞㈱⻘梅営業所、
福生営業所 ・京王⾃動⾞㈱⻘梅営業所
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❷対象者

青梅市高齢者等タクシー運賃助成事業（以下「本事業」という。）の対象者は、本事業の

利用登録を済ませた者で、本事業の利用登録を申し出た時点で、市内に住所を有し、次

の(1)～(5)のいずれかに該当するもの（以下「利用者」という。）とする。

(1) 年齢満７５歳以上の者

(2) 年齢満６５歳以上の者で、道路交通法（昭和３５年法律第１０５号）第８４条第１項に規

定する運転免許を受けていないもの

(3) 運転経歴証明書を所持している者

(4) 妊産婦（申請日の時点で、交付日から出産予定日の１２か月後の月末までの期間が

含まれる母子健康手帳を所持している者）

(5) 障がい者（身体障害者福祉法に基づく身体障害者手帳、療育手帳制度要綱に規定

する知的障害者の療育手帳、もしくは精神障害者保健福祉手帳制度実施要領に規

定する精神障害者保健福祉手帳のいずれかを所持している者。ただし、福祉有償運

送登録のあるもの、自動車税や軽自動車税の減免を受けた車両で移動が可能なも

のを除く。）

❸登録に必要なもの

(1) マイナンバーカード

(2) 前項第３号に該当する者は、運転経歴証明書

(3) 前項第４号に該当する者は、母子健康手帳

(4) 前項第５号に該当する者は、当該項目で規定する手帳

❹利用登録受付場所

(1) 青梅市役所５階 交通政策課窓口

(2) 青梅市各出張所（梅郷、沢井、小曾木、成木）

❺助成内容

(1) 利用登録者は毎年４月１日に１年分の助成額３６，０００円を付与する。利用者は、１回

の乗車につき、運賃の２分の１の金額を上限に、１００円単位で、任意の金額を助成す

る。なお、運賃は車両に搭載されたメーターなどで、利用者が降車時に確認できる金

額を示す。

(2) ２人以上で乗車した場合、１回の乗車で人数分助成を適用することができる。

(3) 年度途中で利用登録をした場合、第１号で付与する助成額を月ごとに按分し、登録

月から３月３１日までの月数を乗じた助成額を付与する。

(4) マイナンバーカードの更新などにより、再登録の手続きを行う場合、付与するポイント

は再登録前のものとする。確認が出来ない場合、前号と同様の扱いとする。

(5) ポイントの年度間の繰り越しはできない。

(6) 本事業の有効期限は、本要綱で規定する終期と同日とする。

ただし、妊産婦は母子健康手帳に記載された出産予定日から１２か月後の月末、障

がい者は登録時の確認書類に示された有効期限の月末を、それぞれ有効期限とする。

また、各書類の要件が更新されたことが確認できた場合、有効期限を更新することが

できる。
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❻利用方法

(1) 予約時

利用者は、対象事業者に対し、助成を受けることを伝えてタクシーを配車してもら

う。駅や公共施設等に待機する対象事業者の車両も利用可能とする。

(2) 乗車時

利用者は、乗車後に運賃の助成を受けることを乗務員に伝える。利用者は、目的地

に到着するまでに、車両に搭載した車載端末にマイナンバーカードをタッチし、要件や

助成ポイントの残高を確認する。

(3) 運賃の支払い

利用者は、乗務員から示された運賃から助成ポイントを決め、乗務員に伝達する。助

成ポイントに応じた助成額を差し引いた、残りの運賃を支払う。なお、助成額に１００円

未満の端数が生じた場合は、１００円未満の金額を切り上げた助成額を差し引いた、残

りの運賃を支払う。また、助成ポイントを記録するために、降車までに車両に搭載した

車載端末にマイナンバーカードをタッチする。

(4) 助成額の請求

利用登録者は、助成額の請求を対象事業者に受領委任することについて、申請書の

記載をもって、承諾することとする。

事業者は、月単位で助成額を計算し、翌月の１０日までに市に請求する。

❼要件の変更、登録解除について

(1) 利用者が利用登録にかかる要件を変更したり、利用登録を解除する場合、所定の書

類を市に提出する。

(2) 次の場合、速やかに利用を停止し、利用登録を抹消することができる。

・有効期限を超過したとき。

・本事業の利用が登録日から２年以上ない場合。ただし、抹消する前に本人宛に通

知を送付し、申し出があった場合を除く。

・利用者から申出があった場合、または市長が適当であると認めた場合。

(3) 偽りその他不正な手段により助成を受けた者があるときは、すでに交付してある助成

金の全部または一部を返還させることができる。

❽その他

(1) 利用者が対象事業者以外のタクシーに乗車した場合、助成を受けることはできない。

(2) 利用者が乗車前に決済を完了した場合、助成は受けられない。

(3) 利用者が対象事業者が起因する理由により助成を受けられなかった場合、市では、

その責は負わない。

(4) 本事業の実施に関し必要な事項は、市長が別に定める。
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（３）利用について

⻘梅市

年間 36,000 円から毎年４月１⽇に
年間 36,000 円

付与

利⽤登録者

1 回乗⾞で、任意の⾦額を助成
ただし
・１人当たり運賃の 1/2 を上限
・100 円単位とする

タクシーの利用
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２ 今後の予定

１０月上旬から 市ホームページなどで周知

１０月１５日（水） 登録受付・利用開始

令和８年度以降 対象事業者の拡大の検討
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５．青梅産業観光まつりへの出展

（１）目的

○青梅市地域公共交通計画に示されている施策「（９）市民の利用促進」の取り組みとして、

公共交通の状況や重要性を周知し、市民の公共交通に対する意識改革を促すとともに、

相互理解のもとでファンを増やし、公共交通の利用を促進させるために、集客力の高い青

梅産業観光まつりに出展して、公共交通をPRします。

昨年度開催の第５７回青梅産業観光まつりでの出展の様子

（２）概要（案）

○日時：令和７年１１月２日（日）午前１０時から午後３時まで

○出展場所：青梅市役所本庁舎内

○ポスター展示（いずれもA0サイズ）

・青梅市地域公共交通計画

・公共交通の利用促進

・公共交通に関する心のバリアフリー

○配付資料

・青梅市地域公共交通計画【概要版】

・施策にかかるチラシ等

○その他展示、アクティビティ等

・マイナンバーカードを活用したタクシー運賃助成の登録、周知

・乗り物顔出しパネル

・シール貼りアンケート

・ペーパークラフト

出展ブース（公共交通コーナー）への来場の様子


